
第４ 権利擁護（紛争解決手続） 

 
○ 紛争調整委員会を活用する場合の仕組みをどう考えるか。 

 
 

◎ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に関する中間的な取りまとめ 

（平成２２年４月２７日）(抄) 

  （企業内における紛争解決手続） 

○ 企業内における労使の十分な話し合いや相互理解等により、できる限り自主的に問題が解決

されるべきであること、企業内で自主的に解決しない場合は、外部の第三者機関による解決を

図るべきであるが、刑罰法規や準司法的手続のような判定的な形で行うのではなく、調整的な

解決を重視すべきであるとの意見が出され、異論はなかった。 

（外部機関等による紛争解決手続） 

○ 紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛争調整委員会を

活用した仕組みとすることが妥当であるとの意見が出され、異論はなかった。 

○ 労働者代表委員から、仮に紛争調整委員会を活用する場合には、出頭命令を行いうることと

した上で出頭命令に応じられない場合に過料を課す等の権限の付与や、勧告権限、企業名公表

等の権限の付与が必要であるとの意見が出された。また、原告労働者に負担がかからないよう

使用者との立証責任の配分をある程度決めておく必要があるとの意見が出された。 

○ 公益委員及び労働者代表委員から、仮に紛争調整委員会を活用する場合には、労使代表、  

障害者雇用に関する専門家や障害当事者の関与を可能とすることが必要であるとの意見が出さ

れた。 

 

◎ 労働・雇用分野における障害者権利条約への対応の在り方に関する研究会報告書 

（平成２４年８月３日）（抄） 

○ この意見の取りまとめや「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律（昭和 47年法律第 113号。以下「男女雇用機会均等法」という。）」などの仕組みも踏まえ、

まずは、企業内での自主的解決を図るべきである。なお、障害者が苦情を申し出た場合には、

事業主は、苦情処理機関などを通じて申出を受けるとともに、自主的な解決を図るよう努める

べきである。また、その仕組みで解決しない場合には、労働局長による助言・指導を行うとと

もに、必要に応じて、調停制度による調整的な解決の仕組みを整備すべきである。 

 

○ なお、男女雇用機会均等法のように、労働局長には助言・指導に加えて、勧告できる仕組み

とすべきとの意見があった。 

 

○ 外部機関による紛争解決手続については、「中間的な取りまとめ」において「紛争の早期解決、

実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛争調整委員会を活用した仕組みとす

ることが妥当であるとの意見が出され、異論はなかった。」とされており、現行の紛争調整委員

会を活用すべきである。 

 

○ なお、そうした現行の紛争調整の仕組みに加えて、出頭命令（出頭義務）を付与すべきとの

意見がある一方、調停制度の趣旨に照らして、出頭命令（出頭義務）を付与することは相容れ

ないのではないかとの意見もあった。 

 

○ また、今後、障害者虐待防止法により設置される都道府県障害者権利擁護センターや市町村

障害者虐待防止センター、差別禁止部会で創設が検討されている障害者の権利救済機関と、紛

争調整委員会とが連携を図ることも検討されるべきであるとの意見もあった。 
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◎「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」についての差別禁止部会の意見 

（平成 24年 9月 14日）（抄） 

○ 障害のある労働者が職場で差別を受けた場合の解決の在り方には、以下の３つ 

が考えられる。 

１）職場内の相談機関等を通じての自主的解決 

２）既存のADR（行政型裁判外紛争解決制度）による解決 

３）司法による判断 

このうち、１）、２）については、「第３章紛争解決の仕組み」で述べていること（※）も含め、

上記の枠組みの下で政府において引き続き検討されることが求められる。なお、本法による解決の

仕組みも選択可能とすべきであるが、それらを通じても問題が解決しない場合には、本法に基づき

３）に向かうことになる。 

  ※ 本法において規定される【雇用】の分野のように紛争当事者間に継続的な契約関係がある場合に

おいては、可能な限り、当事者間における自主的な努力により円満な解決が図られる仕組みが、民

間事業者等において事前に用意されることが望まれる。ただ、知的障害や発達障害のある労働者を

含む障害のある労働者の孤立した状況に鑑みると、障害のある労働者をサポートする第三者の参加

等の工夫が必要である。 

 

※ 本法に係る紛争について、既存の紛争解決の仕組みを通して解決することは排除されるもので

はない。 

例えば、労働分野において、労働者と事業主との間の個別労働関係紛争については、個別労働

関係紛争の解決の促進に関する法律（平成13年法律第112号）に基づく都道府県労働局長による情

報提供・相談等や紛争調整委員会によるあっせん等の仕組みが設けられているが、本法に係る紛

争の解決にこれらの仕組みを利用することも妥当と考えられる。この点については、手続の実効

性の観点から、政府において引き続き検討することが期待される。 

 

 

 

  

○ 紛争解決手続きについては、「中間的なとりまとめ」において、 

・できる限り自主的に問題が解決されるべきであること、企業内で自主的に解決しない

場合は、外部の第三者機関による解決を図るべきであるが、刑罰法規や準司法的手続

のような判定的な形で行うのではなく、調整的な解決を重視すべき、 

・紛争の早期解決、実効性を考えると、紛争解決手続として、既に存在する紛争調整委

員会を活用した仕組みとすることが妥当 

とされている。 

 

○ 第三者機関による解決の仕組みを考えるに当たって、以下の論点についてどう考える

か。 

① 男女雇用機会均等法等を参考に、紛争時における労働局長による助言・指導・勧告

を行うとともに、必要に応じて、調停制度による調整的仕組みとすることについてど

う考えるか。また、紛争調整委員会により、関係当事者の出頭を求める規定を設ける

ことについてどう考えるか。 

② 紛争調整委員会制度の活用に当たっては、障害者雇用に関する知見を有する者の意

見を聞くことが可能な仕組みとすべきか。 

③ 障害者虐待防止法により設置される都道府県障害者権利擁護センターや市町村障

害者虐待防止センター、差別禁止部会で創設が検討されている障害者の権利救済機関

と、紛争調整委員会とが連携を図るべきであるということでよいか。 

 



 

○ 障害を理由とする差別の禁止に関する法律において定めることとされている、権利救

済の仕組みと紛争調整委員会との関係についてどう考えるか。 

 

○ 上記の他、男女雇用機会均等法等を参考に、個別の紛争以外の場合でも差別禁止等の

施行に関して必要な報告徴収、厚生労働大臣による助言・指導、勧告の規定を設けるこ

と、企業名公表の規定を設けることについて、刑罰法規や準司法的手続のような判定的

な形で行うのではなく、調整的な解決を重視すべきとされていることも踏まえ、それぞ

れどう考えるか。 

 

 
 

  



◎個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成 12 年法律第 112号）（抄） 

 

（紛争の自主的解決）  

第２条 個別労働関係紛争が生じたときは、当該個別労働関係紛争の当事者は、早期に、かつ、誠意

をもって、自主的な解決を図るように努めなければならない。  

（当事者に対する助言及び指導）  

第４条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争（労働関係調整法第六条に規定する労働争議に当た

る紛争及び特定独立行政法人等の労働関係に関する法律第二十六条第一項に規定する紛争を除く。）

に関し、当該個別労働関係紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合

には、当該個別労働関係紛争の当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができる。 

２ 都道府県労働局長は、前項に規定する助言又は指導をするため必要があると認めるときは、広く

産業社会の実情に通じ、かつ、労働問題に関し専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。 

３ 事業主は、労働者が第一項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不

利益な取扱いをしてはならない。  

（あっせんの委任） 

第５条 都道府県労働局長は、前条第一項に規定する個別労働関係紛争（労働者の募集及び採用に関

する事項についての紛争を除く。）について、当該個別労働関係紛争の当事者（以下「紛争当事者」

という。）の双方又は一方からあっせんの申請があった場合において当該個別労働関係紛争の解決

のために必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。 

２ 前条第三項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。  

（委員会の設置） 

第６条 都道府県労働局に、紛争調整委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

２ 委員会は、前条第一項のあっせんを行う機関とする。  

（委員会の組織） 

第７条  委員会は、三人以上政令で定める人数以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

（あっせん） 

第１２条 委員会によるあっせんは、委員のうちから会長が事件ごとに指名する三人のあっせん委員

によって行う。 

２ あっせん委員は、紛争当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即して事件が

解決されるように努めなければならない。  

第１３条 あっせん委員は、紛争当事者から意見を聴取するほか、必要に応じ、参考人から意見を聴

取し、又はこれらの者から意見書の提出を求め、事件の解決に必要なあっせん案を作成し、これを

紛争当事者に提示することができる。 

２ 前項のあっせん案の作成は、あっせん委員の全員一致をもって行うものとする。  

第１４条 あっせん委員は、紛争当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員

会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労

働者を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。  

 

  

http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%96%40%93%f1%8c%dc&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%92%b2%90%ae%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%93%f1%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%c1%92%e8%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%93%99%82%cc%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%93%f1%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%c1%92%e8%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%93%99%82%cc%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


◎雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113号）

（抄） 

 

第６条 事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはな

らない。  

一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練  

二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるもの  

三 労働者の職種及び雇用形態の変更  

四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新  

（性別以外の事由を要件とする措置）  

第７条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別以

外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案し

て実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労働省令で定めるものにつ

いては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要

である場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他

の合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。  

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等）  

第９条 事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定め

をしてはならない。  

２ 事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。  

３ 事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法第六十五条第一

項 の規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条第二項の規定による休業をしたことその他

の妊娠又は出産に関する理由であつて厚生労働省令で定めるものを理由として、当該女性労働者に

対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。  

４ 妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とす

る。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したとき

は、この限りではない。  

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置）  

第１２条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法の

規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保することができるようにしな

ければならない。  

第１３条 事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守

ることができるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならな

い。  

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施

を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、

同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるもの

とする。  

（苦情の自主的解決）  

第１５条 事業主は、第六条、第七条、第九条、第十二条及び第十三条第一項に定める事項（労働者

の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機

関（事業主を代表する者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の労働者

の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図

るように努めなければならない。  

（紛争の解決の促進に関する特例）  

第１６条 第五条から第七条まで、第九条、第十一条第一項、第十二条及び第十三条第一項に定める

事項についての労働者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する

http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8a%ee%8f%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8a%ee%8f%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000
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法律第四条、第五条及び第十二条から第十九条までの規定は適用せず、次条から第二十七条までに

定めるところによる。  

（紛争の解決の援助）  

第１７条 都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方から

その解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告

をすることができる。  

２ 事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利

益な取扱いをしてはならない。  

（調停の委任）  

第１８条 都道府県労働局長は、第十六条に規定する紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を

除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の申

請があつた場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の

解決の促進に関する法律第六条第一項 の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停を行わ

せるものとする。  

２ 前条第二項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。  

（調停）  

第１９条 前条第一項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」という。）は、三人の調停

委員が行う。  

第２０条 委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者の出頭を求め、その意見を

聴くことができる。  

２ 委員会は、第十一条第一項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争に係る調停のた

めに必要があると認め、かつ、関係当事者の双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事

件に係る職場において性的な言動を行つたとされる者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。  

第２１条 委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員会が置

かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働者を

代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。  

第２２条 委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告することができる。 
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